
所管事務調査報告書 

 1 / 4 

 

委員会名 産業建設委員会 

調査研究 

テーマ 
若者定住を促進するには 

※旧題：みんなで考えよう！『若者が帰って来られる仕事づくり、 

地域で働く人づくり』とは 

 

テーマ設定の 

背景 

・日本は人口減少時代に突入している。当市においては、それ以上のスピードで人口が減

少し、高齢化が進むと予想されている。飯伊地域で毎年卒業する高校生のうち一旦地元を

離れた人も地域に戻って就職するが、地元への回帰率は40％前後となっている。 

・人口減少は、働き手や消費の減少から経済の縮小などにつながる。また、若い人が流出

することで、地域の活力が失われ、将来、医療•介護などを支えていくことも困難になる。

●こうした現状で、若者が地域で働き続けられる、また、一旦は地域を離れた若者が再び

地域に戻って働ける地域となるためには、どの様な取組みが必要か調査研究を進める。 

調査研究の 

経過・結果 

〔課題整理〕  

・若者が地域で働き続けられる、また、一旦は地域を離れた若者が再び地域に戻って働

ける地域となるためには、どの様な取組みが必要か調査研究を進める。 

〔取組状況〕 

� 平成27年５月20日  管内視察 

・ココロファームビレッジ 

� ７月8/9日  産業建設委員会管外視察 

 石川県七尾市で道の駅能登食祭市場の取組み視察 

� ７月22日  産業建設委員会の開催（26年度事業評価） 

� ８月４日  産業建設委員会協議会の開催（26年度事業評価） 

� ９月18日  産業建設委員会勉強会 飯田市の取り組み状況を学習 

� ９月29日 決算認定に係る施策及び事務事業に関し市へ提言           

●雇用対策事業 「やり方改善」を提言 

・福祉的側面に重点を置く事業は、別事業とし福祉課の所管とされたい。 

・カウンセリングから職業紹介まで、また就職に関する様々なサービスの提供など、

雇用のミスマッチ対策に積極的に取り組まれたい。 

・ジョブカフェいいだは利用効果が見られている。対象年齢を45歳まで拡大すること

を検討されたい。 

・新規高卒者への求職情報の発信など企業とも連携し積極的に進められたい。 

●技能技術伝承事業 「拡大」を提言 

・「技能技術伝承事業」となっているが、実態は「褒賞」が中心となっている。当地域

で育まれている技能に関する現状分析を行い、技能褒賞から技能労働者の育成事業

にシフトされたい。 

●施策「新しい力による新しい産業づくり」の中で提言 

・産業用地の整備に当たっては、募集する事業所のコンセプトの統一や高速交通網が

整備されることを見据えた情報産業などの企業の選定に配慮すること。また、環境

に配慮した企業の選定も考慮されたい。 

・工場等の跡地や空き家となった工場などを産業用地として検討すること。 

・起業の支援に重点的に取り組まれたい。 

・南信州・飯田産業センターの移転に当たっては、検証作業を行うとともに、機能の

充実などよりよいものになるよう検討されたい。   
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調査研究の 

経過・結果 

〔続き〕 

� 平成27年10月   議会報告会 

・分科会テーマとして設定し、選択いただいた１ブロックにおいて意見交換実施 

� 11月10日  産業建設委員会協議会勉強会 

 引き続き調査研究活動を実施する方向を確認。 

� 12月   第４回定例会  閉会中の継続調査の申出をおこない議決 

� 平成28年２月10日 産業建設委員会勉強会 

地域活性化プログラム2016により飯田市の取組を確認 

� ４月20日  管内視察実施 

・新規就農者対策事業 

・産業用地整備事業（龍江） 

・南信州・飯田産業センター（EMCセンター） 

・知の拠点整備事業（旧飯田工業高校） 

� ５月13日  産業建設委員会協議会 

課題や取組みの方向性について議員討議 

市民から出された主な意見をまとめ検討したところ、テーマの中の「仕事づくり」

にとらわれ過ぎる傾向と、「仕事づくり」＝「企業誘致」が結論との方向に集中し

てしまったため、改めて委員間討議を行い、論点を整理した。 

結果、企業誘致は重要な施策であるとの認識は持ちつつ、一方で、企業誘致に頼

らずとも、地域で働く若者の定住を促進する施策について調査研究を進めること

を確認。   

� ７月７～９日  管外視察実施 

・鳥取県日南町で「創造的過疎」のまちづくり概要視察 

・島根県「ふるさと島根定住財団」の取組視察 

・島根県雲南市で株式会社吉田ふるさと村の取組視察 

� ７月20日  産業建設委員会の開催（27年度事業評価） 

� ８月２日  産業建設委員会協議会の開催（27年度事業評価） 

� ８月10日  産業建設委員会協議会 

これまでの経過や、管内、管外の視察・行政評価等の取組みを踏まえ課題や取組み

の方向性について再度議員討議 

� 〔昨年の分科会で出された主な意見とそれに対する行政評価の中での議論〕 

●「若者が帰って来られない理由は」に対する意見 

意見１ 職種が狭く希望する仕事がない→企業誘致をすべき 

⇒「起業立地促進事業（補助金）」、「支え、育む産業基盤づくり」、「商店街魅力向

上事業」、「産業活性化懇話会開催事業」、などの視点から行政評価の中で議論 

●「若者への情報発信」に対する意見 

意見２ 大学生には情報が届いていないのでは、親も子どもも地元の企業のことを知

らない。 

⇒ 親にも、子どもにも情報がわたるよう情報発信を充実できないか。 

  ※管外視察による調査を経て、委員会協議会にて議論 

●「若者にやっぱり帰ろうと思わせる地域とは」に対する意見 

意見３ そもそも住みたいまちと住むまちは違う。 

意見４「仲間」がいることが大事ではないか。 

⇒ 東京の企業との雇用条件の落差を埋める魅力あるものが必要。学生のうちに

企業との接点を増やす。 

※管外視察による調査を経て、委員会協議会にて議論 
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調査研究の 

経過・結果 

〔続き〕 

●リニア・三遠南信時代を見据えて 

  意見５ 出身者だけを囲い込むのではなく全国に網をかけるような取り組みを、航空

宇宙産業に期待する。 

⇒「未来を見据えた地域産業の魅力、強み、人材の強化」 

「新しい力による新しい産業づくり」の視点から行政評価の中で議論 

� ９月15日 産業建設委員会協議会 

� ９月26日 決算認定に係る施策及び事務事業に関し市へ提言 

 ●施策「支え、育む産業基盤づくり」の中で提言⇒ 産業用地の確保 

●施策「未来を見据えた地域産業の魅力、強み、人材の強化」の中で提言 

⇒ 信大共同研究講座の恒常化 

●商店街魅力向上事業 「やり方改善」を提言 

●施策「新しい力による新しい産業づくり」の中で提言 

   ⇒ 国県の研究施設の誘致、ＵＩターン者への支援 

●「人材誘導事業」  「拡大」を提言 

●「起業立地促進事業（補助金）」 「やり方改善」を提言 

� 10月  議会報告会において経過を市民に説明 

  議会からの提案事項をまとめた資料により意見交換 

� 11月４日  産業建設委員会協議会 

・テーマに関する調査研究内容の確認 

� 11月15日  産業建設委員会協議会 

・議会報告会で寄せられた意見をもとに、議会からの提案内容の再検討 

� 12月14日  意見交換会 

・議会からの提案内容に関し産業経済部部課長と意見交換 

� 平成29年１月26日  産業建設委員会協議会勉強会 

� ２月８日  産業建設委員会協議会勉強会 

・提案に関しての最終集約 

� ２月20日  全員協議会 

 ・取組みの経過と提案事項を報告し、全議員で情報共有した。 

� ３月８日  提案書手交 

・正副委員長から、担当部長に対し提案書を手交し概要を説明。 

 

〔調査研究結果〕 

  委員会での調査活動を踏まえ、課題解決のための提案事項を確認し、平成29年３月に

関係部に対して提案した。 
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調査研究の 

経過・結果 

〔続き〕 

【関連した調査研究活動の取り組み】 

Ⅰ 遠山地区の市営住宅等の運用について 

〔経過等〕 

� 27年度の議会報告会において市民から意見が多く出され委員会の調査項目とした「市

営住宅等の管理委託の運用等について」、28 年度の議会報告会で委員会としての対応

状況を報告した際に、市民から遠山地区の市営住宅の管理に関し、 

「入居者がいない時の管理が行き届いていないため、移住希望者が下見などしても、

良い印象をもたれず、移住に結びつかない」との意見が寄せられた。 

� 市が市営住宅等を長野県住宅供給公社に管理委託した以降の意見であったため、委員

会として現地調査し、検討した。 

� 意見が寄せられた市営住宅は、いわゆる生活困窮者等への住宅供給を目的としたもの

でなく、「独身住宅」「若者住宅」と位置付けられ、移住者向けに提供される住宅であ

った。一方で、入居に関しては、年齢や世帯要件なども課されており、その点で入所

希望者との間にミスマッチが生じていることが浮かび上がってきた。 

� 委員間での議論において、設置目的が違う住宅を同一に管理することへの疑問、また

上記のようなミスマッチを解消するためには、入所要件の緩和の必要性もある点が共

有された。 

〔対応状況〕 

� 結果として、若者定住に向けた取組みに繋がる事案であったため、「若者定住を促進す

るためには」の提案項目に付記し提案した。 

 

 

Ⅱ 技能労働者（建築大工）の人材育成等について 

〔経過等〕 

� 『みんなで考えよう！「地域で働く人づくり、若者が帰って来られる仕事づくり」と

は』のテーマに関する課題や論点の整理を行う中で委員から、技能労働者の減少の実

態と人材育成等についても取り上げる必要があるとの発言があった。 

委員会としては、テーマの中の一つの視点として調査研究することを確認し、これま

で関係する団体等と意見交換を行ってきた。 

� ２年間の調査研究を総括する中で、以下のとおり委員間で共有した。 

� 技能労働者（建築大工）については、長野県飯田技術専門校木造建築科への入校者数

が、平成26年度から３年間定員20人の５割を切っており、技術専門校でも喫緊の検

討課題として、木造建築科の生徒の確保をあげている。特に若年層の技能労働者不足

は顕著であり、近い将来の人材不足、人材の枯渇が危惧される状況にある。飯田技術

専門校と桜町にある飯田高等職業訓練校を併せて３年間学ぶことで独り立ちできる道

が開かれることから、飯田技術専門校木造建築科への入校生を増やすなど技能労働者

の人材育成に取り組む必要がある。 

〔対応状況〕 

� 喫緊に対応する課題があるとの認識と、委員会からの提案として個別具体的な項目に

ついて合意できたため、テーマ「若者定住を促進するためには」とは別途に「技能労

働者（建築大工）の人材育成等について」として、具体的に４項目を掲げ、３月８日

に担当部署へ提案した。 
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委員会名 産業建設委員会 

調査研究 

テーマ 
地域資源を活かし地域経済や地域の活性化を図るには 

 

テーマ設定の 

背景 

・自然環境や農産物などの地域資源を活用し、地域の活性化を図る必要性は共有され、取

組もなされてきた。しかし、ブランディングの確立や、経済の好循環を創り出していく面

で成果に結びつけるのは困難な面がある。国で示された「まち・ひと・しごと創生基本方

針2015」においても、地方創生の深化を図る取組みの一つとして、地域資源の活用が掲げ

られている。また、県において示された施策展開の方向性（中間とりまとめ）においても

「地域資源を徹底的に活用する県づくり」が掲げられている。 

●今までも行われてきた地域資源を活かす取り組みをバージョンアップして、ブランディ

ングの確立や地域経済の好循環創出に繋げるためには何が必要か、調査研究を進める。 

調査研究の 

経過・結果 

〔課題整理〕  

・地域資源を活かす取り組みをバージョンアップして、ブランディングの確立や地域経

済の好循環創出に繋げるためには何が必要か 

 

〔取組状況〕 

� 平成27年５月20日 管内視察 

   ・野底山森林公園モーリーの森交流館 

   ・ココロファームビレッジ 

� ７月8/9日 産業建設委員会管外視察 

   石川県七尾市で道の駅能登食祭市場の取組み視察 

� ７月22日 産業建設委員会の開催（26年度事業評価） 

� ８月４日 産業建設委員会協議会の開催（26年度事業評価） 

� ９月18日 産業建設委員会勉強会    飯田市の取り組みを学習 

� ９月29日 決算認定に係る施策及び事務事業に関し市へ提言           

 ●施策「未来を見据えた地域産業の魅力、強み、人材の強化」の中で提言 

  ・地域ブランド化の推進を最も重要な産業政策の一つと位置づけ、複数の施策の中で

総合的に展開されたい。例えば食文化として「焼肉」を推奨するとすれば、店舗数

の多さだけでなく、味とサービス、地場産の肉にこだわるなど焼肉を地域文化にま

で高めるような仕掛けをされたい。 

●地域産品ブランド化事業 提言内容 やり方改善を提言 

  ・新たなブランド品発掘のためのプロモーションの仕組みづくりを検討されたい。 

  ・飯田市産業親善大使が縦横無尽に活躍できるよう、市も積極的に取り組まれたい。

� 平成27年10月   議会報告会 

  ・分科会テーマとして設定し、選択いただいた５ブロックにおいて意見交換実施 

� 11月10日 産業建設委員会協議会勉強会 

   ・引き続き調査研究活動のテーマとすることを確認 

� 12月 第４回定例会  閉会中の継続調査の申出をおこない議決 

� 平成28年２月10日  産業建設委員会勉強会 

   地域活性化プログラム2016により飯田市の取組を確認 

� ４月20日 管内視察実施 

   ・東栄公園整備事業 

   ・遠山郷温泉トラフグ養殖施設整備 
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調査研究の 

経過・結果 

〔続き〕 

� ５月13日 産業建設委員会協議会 

   課題や取組みの方向性について議員討議 

� ７月７～９日 管外視察実施 

   鳥取県日南町で「創造的過疎」のまちづくり概要視察 

   鳥取県大山町で大山恵みの里公社の取組視察 

   島根県雲南市で株式会社吉田ふるさと村の取組視察 

� ７月20日 産業建設委員会の開催（27年度事業評価） 

� ８月２日 産業建設委員会協議会の開催（27年度事業評価） 

   ・施策「活気ある街づくりの推進」の中で提言 

   ・「中山間地域振興プロジェクト事業（農業）」 拡大 

� ８月10日 産業建設委員会協議会 

   これまでの経過や、管内、管外の視察・行政評価等の取組みを踏まえ課題や取組み

の方向性について再度議員討議 

〔昨年の分科会で出された主な意見とそれに対する行政評価の中での議論〕 

〇総論的な意見 

・意見１ 地域資源を活かすことも解るが、雇用の実現にどう結び付けるかが問題だ 

     ⇒ テーマ「若者定住を促進するためには」の中で議論 

・意見２ 地域の人的資源は、地元の人ばかりでなく、地元出身で中央で活躍している

人材も資源だ。交流ができる情報や仕組み作りが必要だ 

     ⇒ 「産業活性化懇話会開催事業」の行政評価の中で議論 

・意見３ アドバイザー、コーディネーターなど地域間をつなぐ人材が必要 

     ⇒ 平成28年8月10日産業建設委員会協議会勉強会にて議論 

〇自然環境が一番の地域資源という視点からの意見 

・意見４ 「振興」というと負担が大きい。「現状維持」ですら大変。目的を持って来て

くれる人を増やさないといけない 

     ⇒ 平成28年8月10日産業建設委員会協議会勉強会にて議論 

・意見５ 住んでいる人が地域の資源を分かっていない。そこから始めないと 

     ⇒ テーマ「若者定住を促進するためには」の中で議論 

・意見６ 今の景観を維持するには、何らかの収入と若い人が入り活動を継続していく

ことが必要である 

     ⇒ 平成28年8月10日産業建設委員会協議会勉強会にて議論 

〇観光に結び付けるという視点からの意見 

・意見７ もっと外国人客の誘致を行政で行ったらどうか 

     ⇒ 「海外誘客促進事業」の行政評価の中で議論 

・意見８ リニアと観光に関し、アクセス道路や手段を整備すべき 

     ⇒ 施策「交通機関と道路の充実」「幹線道路改良事業」の行政評価の中で議論

・意見９ 市町村間での観光の連携を強化して欲しい 

     ⇒ 「広域連携による観光誘客事業」の行政評価の中で議論 

・意見10 観光は行政から離れた独立した団体でないと機能しない 

     ⇒ 「観光誘客宣伝事業」の行政評価の中で議論 

� 10月  議会報告会において経過を市民に説明 

� 11月４日  産業建設委員会協議会 

・テーマに関する調査研究内容の確認 

� 11月15日  産業建設委員会協議会 

・テーマに関する調査研究結果の確認 
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調査研究の 

経過・結果 

〔続き〕 

� 12月14日  意見交換会 

・テーマに関し産業経済部と意見交換 

� 平成29年１月26日  産業建設委員会協議会勉強会 

� ２月８日  産業建設委員会協議会勉強会 

・議員間で討論し、提案内容の確認 

� ２月20日  全員協議会 

 ・取組みの経過と提案事項を報告し、全議員で情報共有した。 

� ３月８日  提案書手交 

・正副委員長から、担当部長に対し提案書を手交し概要を説明。 

 

〔調査研究結果〕 

  委員会での調査活動を踏まえ、課題解決のための提案事項を確認し、平成29年３月に

関係部に対して提案した。   
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委員会名 産業建設委員会 

調査研究 

テーマ 
市の観光施策について 

 

テーマ設定の 

背景 

 平成25年度に前委員会は、議会による行政評価の対象事務事業として「天龍峡温泉交流

館管理事業」を取り上げ、廃止提言を行った。これに対する市の対応は、事業規模として

は「見直し・改善」とし、今後の施設の在り方については、地区等でも検討中でありその

結果を踏まえて方針を出したいとの方向性が示された。委員会としても、市の検討状況を

注視しつつ、管内視察での現地確認などをとおして調査研究を進めていくことを確認した。

 併せて、交通網の整備を見据え、誘客施策やプロモーションを検討する必要があること、

また、観光客数、観光消費額ともに減少傾向が続いており、魅力ある観光地とするために

資源や受入れ体制の整備も必要との認識から、「市の観光施策について」を委員会の研究テ

ーマとすることにした。 

 

調査研究の 

経過・結果 

〔課題整理〕  

・リニア中央新幹線、三遠南信自動車道等交通網の整備を見据え誘客施策やプロモーシ

ョンを検討する必要がある。 

・観光統計による観光客数、観光消費額ともに減少傾向が続いており、魅力ある観光地

とするために資源や受入れ体制の整備も必要である。 

 

〔取組経過〕 

【１ 全般の取組み】 

� 平成27年５月20日 管内視察 

   野底山森林公園モーリーの森交流館 

   ココロファームビレッジ 

� ７月8/9日 産業建設委員会管外視察 

   石川県七尾市で道の駅能登食祭市場の取組み視察 

   岐阜県高山市で観光施策について・外国人観光誘客の取組みを視察 

� ７月22日 産業建設委員会の開催（26年度事業評価） 

� ８月４日 産業建設委員会協議会の開催（26年度事業評価） 

� ９月29日 決算認定に係る施策及び事務事業に関し市へ提言           

 ●支え育む産業基盤づくり 

  ・観光政策については、飯田市観光振興ビジョン推進のロードマップを関連団体と

ともに策定し、進行管理されたい。 

●観光誘客宣伝事業  「やり方改善」 

  ・観光内容、目的に沿ったプロモーションになっているか検証するとともに、さら

なる民間委託による専門性の発揮を検討されたい。 

  ・飯田の特性を生かした新たな観光コンテンツを創造されたい。 

  ・SNS を利用した観光誘客コンテンツづくり、情報発信者の育成、交流の場づくりを

進められたい。また、Wi-Fiステーションマップを作成し市のHPなどで確認できる

ようにされたい。 

●新しい力による新しい産業づくり 

  ・飯田型ツーリズムは、ライバル自治体の増加により厳しい状況にあり、アフター

フォローを徹底し、体験者側から見て魅力あるメニューの開発を行われたい。 

資料№２-3 
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調査研究の 

経過・結果 

〔続き〕 

●広域連携による観光誘客事業 「やり方改善」 

  ・リニア・三遠南信時代を見据え、魅力あるエリアや周回ルートを明確にした事業

転換を図られたい。 

 

� 10月  議会報告会において 

  「地域資源を生かし、地域経済や地域の活性化を図るには」をテーマに意見交換 

※（このテーマに関する対応は別掲） 

� 平成28年３月11･12日 産業建設委員会 

  ・決算認定に係る施策及び事務事業への提言に関し、当初予算への反映状況の説明を

受ける。 

 ●「観光誘客宣伝事業」やり方改善提言に対し、事業規模「拡大」 

 ●「広域連携による観光誘客事業」やり方改善提言に対し、事業規模「拡大」 

� ４月20日 管内視察において 

   ・東栄公園整備事業 

   ・高原ロッジ下栗屋内改修工事 

   ・ハイランドしらびそ新館外壁塗装工事の現地確認等 

� ７月７～９日 管外視察 

   鳥取県大山町で大山恵みの里公社の取組み視察 

   島根県雲南市で株式会社吉田ふるさと村の取組み視察 

� ７月20日 産業建設委員会の開催（27年度事業評価） 

� ８月２日 産業建設委員会協議会の開催（27年度事業評価）  

� ９月26日 決算認定に係る施策及び事務事業に関し市へ提言 

 ●「支え、育む産業基盤づくり」の中で観光政策について提言 

  ・観光政策は、既存事業者の観光消費額が減少傾向にあり、飯田市観光振興ビジョン

の推進ロードマップを関連団体と共に早急に策定し、有効な手立てを打ち出された

い。 

●「海外誘客促進事業」  「やり方改善」を提言 

  ・近年国が進めているインバウンド重視の方向やリニア中央新幹線・三遠南信自動車

道の開通を見据えたとき、今からの海外誘客促進の取り組みは重要だと認識する。

しかし、現状としては市民の認識は低い。市民の理解を得ることに努力しながら、

何を売るのかのアピールポイントの絞り込みから始めて、県だけに頼るのではなく

飯田市独自の取組を行うこと。 

・海外からのサイクリングツアー、小・中学生の受入れ先の地区住民に対する理解を

得る取組から始めて、受入れ体制の整備に取り組むこと。  

� 10月  議会報告会において経過を市民に説明 

� 11月４日  産業建設委員会協議会 

・テーマに関する調査研究結果の確認 

� 平成29年２月８日  産業建設委員会協議会勉強会 

・「観光振興ビジョン推進ロードマップ（素案）」の説明を受ける 

� ２月20日  全員協議会 

・取組みの経過と提案事項を報告し、全員協議会で情報共有した。 

� ３月８日  提案書手交 

・正副委員長から、担当部長に対し提案書を手交し概要を説明。 
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調査研究の 

経過・結果 

〔続き〕 

【２ 天龍峡温泉交流館に関する調査研究】 

� 平成27年５月20日 管内視察において 

   ・天龍峡温泉交流館の現地確認     

� ９月17日 産業建設委員会協議会の開催 

   ・名勝天龍峡に隣接するため文化庁と調整している状況などの報告を受ける 

� 10月   議会報告会において経過報告            

� 11月10日 産業建設委員会協議会勉強会 

   ・設計概要を基に、施設の機能、役割、また天龍峡ＩＣ休憩施設との関連などにつ

いて意見交換 

� 12月14日 産業建設委員会  

   ・平成27年度飯田市一般会計補正予算第５号案の天龍峡まちづくり支援事業の審査

の中で天龍峡温泉交流館の改修計画について審議 

� 平成28年１月22日 産業建設委員会協議会及び協議会勉強会 

   ・天龍峡整備現地調査、天龍峡温泉交流館の採算性、継続性についても意見交換 

� ３月11･12日 産業建設委員会 

   ・平成28年度飯田市一般会計予算審査において、天龍峡活性化事業費に位置付けら

れた天龍峡温泉交流館の建築に関し審議、議員間自由討議を経て、附帯決議 

 ●附帯決議 

  １ 三遠南信自動車道(仮称)天龍峡大橋の開通や将来のリニア中央新幹線の開業を見

据え、飯田市観光ビジョンのロードマップの中で、天龍峡及び天龍峡温泉交流館の

位置付けを整理し、実践的な誘客戦略を早急に立てられたい。 

    また、それに基づく詳細な経営見通しを立てられたい。 

  ２ 天龍峡温泉交流館完成後は、経営状況を所管する委員会に報告すること。    

  ※ 付帯決議に沿って、事業進行を監視・評価していく 

� ６月９日 産業建設委員会協議会 

   ・天龍峡温泉交流館の建築状況、天龍峡活性化に向けた取組の説明を受ける 

� ９月16日 産業建設委員会協議会 

   ・天龍峡温泉交流館の建築状況、天龍峡活性化に向けた取組の進捗状況の説明を受

ける  

� 10月  議会報告会において経過を市民に説明 

・天龍峡温泉交流館の条例の一部を改正する条例制定について審査。天龍峡温泉交

流館の建築状況と経営見通し、天龍峡活性化に向けた取組の進捗状況の説明を受

ける 

� 平成29年２月８日  産業建設委員会協議会勉強会 

・「観光振興ビジョン推進ロードマップ（素案）」の説明を受ける 

 

〔調査研究結果〕 

 委員会での調査活動を踏まえ、課題解決のための提案事項を確認し、平成29年３月に関

係部に対して提案した。 
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委員会名 産業建設委員会 

調査研究 

テーマ 
遊休農地、耕作放棄地対策について 

 

テーマ設定の 

背景 

 平成 25 年度の議会報告会産業建設委員会分科会の意見交換、アンケートで、「政策提言

を目指す議会として、地域環境（田畑など）維持整備の対策に対する方向性を提言願いた

い。」旨の意見があった。 

調査研究の 

経過・結果 

〔課題整理〕  

・荒廃農地の再生を実施しても、一方で耕作者（新規就農者）の確保が難しい。 

・農業従事者の減少とあわせて地区住民も減少しており、根本的な解決が難しい。 

 

〔取組経過〕 

� 平成26年７月23日 産業建設委員会の開催（前年度事業評価） 

� ８月４日 産業建設委員会協議会の開催（前年度事業評価） 

� ９月18日 「耕作放棄地解消事業」に対し市へ提言            

  〈提言内容〉 「拡大」を提言 

   ・現状として、耕作放棄地として増加する面積に、農地として再生した面積が

全く追いついていない。より積極的な事業展開をされたい。 

   ・農業委員会とも連携し、新たな耕作者確保のための施策の充実を図られたい。 

� 10月   議会報告会において、４ブロックで意見交換実施 

� 12月12日 委員会協議会において議会報告会で寄せられた意見確認 

� 27 年３月 12 日 27 年度当初予算において提言の反映状況で事業規模・予算ともに

「拡大」の確認 

 

� 平成27年７月8/9日 産業建設委員会管外視察 

   石川県七尾市で企業参入による耕作放棄地活用の取組み視察 

� ７月22日 産業建設委員会の開催（26年度事業評価） 

� ８月４日 産業建設委員会協議会の開催（26年度事業評価） 

� ９月29日次の事業について市へ提言            

●耕作放棄地解消事業  〈提言内容〉 「やり方改善」を提言 

  ・耕作放棄未然防止策、耕作地の統合拡大、栽培作物の検討、担い手に農業法人、

企業参入を考慮するなど、「耕作放棄地解消」を主目的とした政策の下に事業体系を

再構築されたい。 

  ・前年度に実施された耕作放棄地現地調査の結果を有効活用されたい。 

  ・地域の課題として取り組む必要が有ることから、まちづくり委員会と情報共有

するなど協力を求めること。 

●農業振興センター事業  〈提言内容〉 「やり方改善」を提言 

  ・補助金交付事業が大半を占めている。一つひとつの補助事業の事業評価を行わ

れたい。 

  ・耕作放棄地対策は、農業振興センターにおいて市全体を見据えた包括的な取組

みをされたい。 

資料№２-4 
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調査研究の 

経過・結果 

〔続き〕 

  ・農業者全体の育成支援とともに、特に認定農業者を増やすための育成支援に積

極的に取り組まれたい。 

●農業法人誘致・設立促進事業  〈提言内容〉 「拡大」を提言 

  ・遊休農地活用、耕作放棄地の解消、農地利用集積円滑化、農業担い手誘致、新規

就農者支援、そしてこの事業、さらに農業新分野創出・６次化事業、農業振興セン

ター事業は、一連の流れの中の事業展開であって、相互の事業連携が必要となる。「総

合的な相談・対応」が必要で、事業全体を組み立て直されたい。 

  ・参入法人の発掘のため、直接訪問やヒアリングを強化されたい。 

� 10月   議会報告会において状況報告 

� 平成28年３月11･12日 産業建設委員会   

   ・決算認定に係る施策及び事務事業への提言に関し、当初予算への反映状況の説明

を受ける。 

    〈対応状況〉 「やり方改善」との提言に関し、同様に「見直し・改善」 

� ４月20日 管内視察 

   ・耕作放棄地事業 

   ・新規就農者対策事業の状況を視察 ※Ｉターン者と意見交換(下久堅) 

� ４月26日 ＪＡみなみ信州との懇談会 

    ・課題等に対する意見交換実施 

� ７月７～９日 管外視察 

   ・鳥取県日南町で「創造的過疎」のまちづくり視察 

   ・島根県雲南市「株式会社 吉田ふるさと村」視察 

� ７月20日 産業建設委員会の開催（27年度事業評価） 

� ８月２日 産業建設委員会協議会の開催（27年度事業評価）  

� ９月26日 決算認定に係る施策及び事務事業に関し市へ提言 

●農地流動化促進事業  

  ・認定農業者の担い手の育成と、新規認定農業者を増やす取り組みを積極的に進め

ること。情報の提供、共有化を図り農地の集約化を推進されたい。 

  ・意欲ある販売農家、認定農家の意向をしっかり聞き取り、課題解決のために一層

努力し、中間管理機構をより有効に機能されたい。 

●施策「未来を見据えた地域産業の魅力、強み、人材の強化」の中で提言  

� 10月  議会報告会において経過を市民に説明 

� 11月４日  産業建設委員会協議会 

・テーマに関する調査研究結果の確認 

� 平成29年２月８日  産業建設委員会協議会勉強会 

・議員間で討論し、提案内容の確認  

� ２月20日  全員協議会 

 ・取組みの経過と提案事項を報告し、全議員で情報共有した。 

� ３月８日  提案書手交 

・正副委員長から、担当部長に対し提案書を手交し概要を説明。 

 

〔調査研究結果〕 

 委員会での調査活動を踏まえ、課題解決のための提案事項を確認し、平成29年３月に関

係部に対して提案した。 
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委員会名 産業建設委員会 

調査研究 

テーマ 
市営住宅の管理委託の運用等について 

 

テーマ設定の 

背景 

・長野県住宅供給公社への市営住宅管理委託に関しては、27 年第３回定例会の委員会にお

いて、議案第 107 号「飯田市営住宅等条例の一部を改正する条例の制定について」及び、

議案第112号「公の施設の指定管理者の指定について（市営住宅等及び共同施設等）」を審

査し、いずれも原案のとおり可決した。 

・平成27 年 10 月に開催した議会報告会において審査状況等を報告したところ、入居者や

地区住民から管理委託に関する多数の不安の声が寄せられた。 

・多くの市民の声を受け、委員会として、平成28年４月からスタートする管理委託の内容

の調査を行うこととした。 

調査研究の 

経過・結果 

〔取組経過〕 

� 平成27年11月10日 産業建設委員会協議会勉強会 

   調査研究活動を実施する方向を確認。 

� 11月24日 産業建設委員会協議会勉強会 

   条例等の議決後の地元説明会における状況や、地元からの意見に対しての対応状況

の説明をうけ、質疑。委員による課題の洗い出しと対応確認。 

 

〔課題整理〕  

・市営住宅管理に対する課題 

 ・入居者の不安への対応 

・市営住宅を取り巻くコミュニティの醸成に関しての課題 

 

〔取組状況〕 

� 12月（第４回定例会） 閉会中の継続調査の申出をおこない議決 

� 平成28年２月10日  産業建設委員会協議会 

   課題等への対応状況の確認 

●「市営住宅管理に対する課題」及び「入居者の不安への対応」の課題については、ほ

ぼ解決と判断。 

●「市営住宅を取り巻くコミュニティの醸成に関しての課題」については、市営住宅管

理部署のみでの対応では限界があり、対応の具体的な手法等に関し十分であるとはい

えないため、委員会として、課題解決のための提案を行う旨確認。 

     

� ３月11日 産業建設委員会協議会    

   提案内容を確認し、後日委員長から市側に提案 

〈提案内容〉 

 (1) 所管課と長野県住宅供給公社との間で、管理業務に関し報告調整を行う連絡会議を

定期的に開催し、市は管理状況を適切に把握されたい。併せて、市営住宅や入居者に

関わる課題に関連する庁内担当課からなる部局横断的な（仮称）連絡調整協議会を設

置し、定期的に会議を開催し、情報共有や課題への対応に連携して取り組まれたい。

 (2) コミュニティに関する課題等が残されていることから、（仮称）連絡調整協議会と市

営住宅の地元のまちづくり委員会等との意見交換会を開催し、課題等の共有化に取り

組まれたい。 

資料№２-5 
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調査研究の 

経過・結果 

〔続き〕 

 (3) 当面、管理委託が半年程度経過した段階で、管理業務に関する状況などを当委員会

に報告されたい。 

 (4) 委託後当分の間は、所管課における十分な職員体制の確保に努められたい。 

     

� ９月16日 産業建設委員会協議会    

   提言項目(3)による、現状と、市の評価の報告を受ける。 

   ●管理委託等に関しては、適切な管理移行を確認 

   ●庁内連絡会議開催により、課題の共有が進んだ旨報告を受ける。随時開催予定。

   ●意見交換会により、まちつくり委員会と、市の関係部局との課題の共有ができた

旨報告を受ける。 

 

〔調査研究結果〕 

 委員会での調査活動を踏まえ、課題解決のための提案事項を確認し、平成28年３月に関

係部に対して提案した。また、半年経過後の９月に対応状況の報告を受け確認した。 
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